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抄録：現在日本にある5校の中華学校はすべて、80年から100年以上の長い歴史を持っている。その歴史的変遷において、
中国の国情と日中間の政治的・経済的関係などの社会的背景が常に日本の華僑社会注1）や中華学校に影響を及ぼしていた。
元来、華僑に対する中国語や中華文化を教える民族学校として創設された中華学校は、こうした背景の変容の中で時代に相
応しい教育方針を模索し続けている。とりわけ、横浜山手中華学校は華文教育に加え、さらに多言語・多文化教育を展開し、
グローバル人材の育成に力点を置く、国際性のある学校に発展している。本研究は横浜山手中華学校における多文化教育
の現状を把握し、歴史的背景の視点から多文化教育の展開要因を明らかにするものである。中華学校の更なる発展に示唆
を与えるものになろう。
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華僑社会において僑団（華僑団体）・僑校（華僑学校）・
僑報（華僑新聞）の「三宝」（三つの宝）の1つとして、中華
学校は華僑社会の中心に位置づけられてきた。中華学校
は、従前より母国言語・伝統文化や民族的自覚を持たせる
ための民族教育を継続して、日本社会での在日中国人
児童・生徒の教育実践を積み重ねてきた（石川 , 2010）。
現在、日本には5つの中華学校しか存続しないが、すべて
80年から100年以上の長い歴史を持っている。その歴史
的経緯において、中国の国際的地位の変化や日中間の政治
的・経済的関係の変動、在日華僑社会の変容など社会的背
景が、中華学校に強い影響を及ぼしている。中華学校は、
社会的な時代状況に合わせて中国並びに日本社会と関係性
を維持しながら、積極的かつ戦略的に独自の教育方針を
選択・発展させている。
日本の中華学校の存在は、今日様々な観点から研究者た
ちの注目を集めている。杉村（2011）は現在日本における
中華学校の母語教育の意義を再考察している。石川（2014）
はグローバル化時代の中華学校の教育方針と戦略改革を論
述している。馬場（2014）は大陸系中華学校の国際化教育
における実績をまとめ、学校の発展についての構想を提示
している。陳（2009）はフィールド研究を通じて中華学校
の日本人保護者の教育戦略注2）を明らかにしている。
しかし、先行文献の中に、歴史的変遷の視点からの今日
の中華学校における民族教育から華文教育、多文化教育へ
の形成と現状に関する研究は行われていないといってよ
い。中華学校は本来、民族学校として中国語の習得や中国
伝統文化の伝授、民族アイデンティティの伝承を担う教育
施設（石川, 2014）であるのに、なぜ、現在日本における
中華学校は華文教育、多文化教育に取り組んでいるのか。
そこで、本論文の目的は、華僑社会や中華学校の実態と
変容を把握したうえで、歴史的変遷から中華学校における
華文教育、多文化教育の展開要因を分析し、多文化教育の
現状と今後の方向性を明らかにすることとする。
対象及び方法
1　調査対象：
日本に現在ある5校の中華学校のうち、主に横浜山手中
華学校を事例として選んだ。
横浜山手中華学校は5校の中で創立時期が最も早く、
最も長い歴史伝統を持っている学校として、日本の中華学
校の代表と位置づけられている。120年以上の歴史の中に、
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横浜山手中華学校は、時代の変容に合わせて戦略的に教育
方針を確立・発展させている。当初は中国人のみであり、
中国語と中国伝統文化のみ教えていた民族学校であった。
現在は多様な児童・生徒で構成され、多言語，多文化教育を
実施している。さらに、横浜山手中華学校が、今日日本な
いし世界の華文教育の模範的な存在と目されている
（潘, 2011）。そこで、筆者は横浜山手中華学校を例として、
文献調査及び聴き取り調査によって日本における中華学校
の歴史的変遷及び多文化教育の発展について研究を行った。
2　調査方法：
1）文献資料研究
2）聴き取り調査
（1）取材対象：横浜山手中華学校長 張岩松
（2）取材時間：2019年11月14日（木） 13：50～15：50
結果及び考察
1　戦後日本における華僑社会の変容
1）在日中国人の人口の推移
1858年7月29日に日本とアメリカ合衆国の間で結ばれた
通商条約「日米修好通商条約」に基づいて、1859年7月4日
に神奈川と長崎が開港された。開港とともに多数の外国人
が日本に入国し、華僑は当初その外国人の侍者としてやっ
てきた（馬場, 2014）。山本（1992）は、日本において華僑社
会が形成されたのは江戸時代の初期といわれているが、
実際本格的な華僑の流入は、幕末から明治初期であること
を述べている。特に、1871年（明治4年）7月29日に日中
両国間にあっては、「日清修好条規」の締結を通して，両国
間の往来が公認されたこととなり、新規に中国人は貿易商
として扱われた。内田（1963）は「彼等は諸開港都市の外
人居留地に近接するいわゆる『雑居地』（神戸の三宮、大阪
の川口、横浜の山下町方面）に集居して、貿易に従事した
（p.188）」としている。しかし，第二次世界大戦前、在日
中国人の人口は、中国国内の情勢と日中間に起きた諸事件
から影響を受けて増減を繰り返した。例えば、日清戦争や
九・一八事変、盧溝橋事件など日中関係が決裂している間、
あるいは辛亥革命や留学生弾圧により日中関係が緊張状況
にあった際は、在日中国人の人口は著しく減少した。また
一方で、日中関係が緩和状況にあった時は、在日中国人の
人口は急速に増加した。全体的に見ると、戦前の日本には
中国人の人口は上昇の傾向を呈していたことが明らかに
なっている（京都華僑青年会, 1963）。
戦後、1947年から今日に至る70年余の間、毎年中国人登
録人口は細かく変動していたが、増加の一途を辿っている
（総務省統計局編纂の『日本統計年鑑』及び「在留外国人統
計（旧登録外国人統計）統計表」に基づいて作成した図1）。
2019年6月には在日中国人は848,201人となり、1947年の
32,889人の約26倍に達している（総務省統計局の「在留外
国人統計（旧登録外国人統計）統計表」, 2019）。また、法務
省の在留外国人統計によると、急速に数を増やした中国人
は2006年に韓国・朝鮮人を上まわり、国籍別で最多となっ
た。そして、韓国・朝鮮人の特別永住者が高齢化とともに
減少傾向にあることを考えると、中国籍登録者は国籍別に
見ると今後その比率がますます高くなると予測される。
図1から見ると、1947年から2018年まで日本在留中国
人口の動態を、以下の4つの時期に区分できる。第1期は
停滞期（第二次世界大戦終了～1985年）である。この間、
図1．1947年～2019年在日中国人登録人口の推移*1（台湾、香港及びマカオの人口数を含む。）
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在日中国人口の増減変化があっても、激しくなかった。
第2期は急増期（1986～2010年）である。1980年代に入り、
中国から国費あるいは公費による留学生が派遣されてき
た。1983年、日本政府が提起した「留学生10万人計画」に
より、就学生の入国手続きが簡素化された一方、1984年に
中国政府は「私費留学生の出国に関する暫定」を公布し、
留学がほぼ完全に自由化された。さらに、1986年中国の
公民出境管理法の施行とともに、私的理由による出国も
認められるようになったので、日本語学校や各種学校で学
ぶための就学ビザを取得して来日した中国人が激増した
（山下, 2007）。第3期は暫時の停滞期（2011～2014年）と
いえる。2011年の東日本大震災の影響で中国人登録人口
の急増傾向は一時的に停滞した。しかし、2015年から、
第4期いわゆる新たな急増期（2015年～現在）が始まった。
近年外国人労働者の大量受け入れや日中関係の改善ととも
に、今後も在日中国人の数は増加し続けると考えられる。
2）華僑（在日中国人）の実態の変容
（1）生活圏の変容
華僑の生活圏（生活地域）の変容について、山下（2007）
は、東京には1980年以降に来日した新華僑注3）が増加して
いると述べている。段（2005）によると、現在東京に在住
する中国人の9割は新華僑となっていることが分かる。
横浜中華街を有する神奈川県では、特別永住者の数が徐々
に減少しており、新華僑が従来の華僑に代わって、華僑社
会において重要な地位に就き始めていると見られている
（王, 2009）。石川（2015）は首都圏で暮らしている老華僑注4）
より新華僑の数が多くなっている一方、古くから華僑が多
く集住している兵庫県では、2015年の時点に特別永住者
である老華僑が多数を占め、日本全体からみて最も多いこ
とを明らかにしている。
（2）移民意識の変化
1955年に中国政府は二重国籍を廃止し、関係する国と
の条約を結んだ。これにより世界規模の「華僑の華人化
（王, 2009, p.126）」に拍車がかかった。華僑の移民精神は
「落葉帰根」から「落地生根」へ変化した。「落葉帰根」とは、
移民をした先で一旗揚げて故郷に帰ることを指す。一方で
「落地生根」とは、生まれた土地で根を生やして永く暮らす
ことを指す。華僑社会が、移住初期では僑民性（仮の住い）
が強く、いわゆる故郷に帰るのが当たり前のことであると
いう「落葉帰根」のイデオロギーに満ちていた。しかし、
華僑二世、三世を経て、華僑四世、五世になると日本に定着
したい気持ちが強まり、「落地生根」にシフトしてきた。
日本に定住するとともに、華僑は日本の文化や習俗を受け
入れ、日本人のように振る舞うようになってきたといえる。
（3）職業の変容
戦前から日本に住む華僑一世の代表的な職業はよく
「三把刀」いわゆる「三刃業」と呼ばれる。これは、当時に
調理・理髪・裁縫といった刃物を使う仕事に従事していた
者が多かったことから付いた呼称である。二世の時代まで
は日本の会社で就職することが難しく、親の職業である
貿易業や販売業を継承することは進路として華僑二世に最
も広く選択された。しかし、その後、「四把刀」ということ
ばが作られた。それは、医療関係に従事する華僑が多く
なったからである（石川, 2015）。
1972年の中日国交正常化以降の日中関係の転換に伴い、
華僑社会に新たな変化が見られるようになった。とくに
1985年前後から、中国の留学生が大量来日するとともに、
日本社会にふさわしい人材が多く日本企業に採用・雇用さ
れ、会社員として勤める華僑・華人が増えてきた（王, 2009）。
 （4）保護者の教育戦略の変容
「本の中に黄金屋がある」「読書で運命を変える」という
古いことわざを信奉している華僑・華人は、昔から子孫
代々の教育に熱心である。華僑は子弟に中国語や中華伝統
文化を継承させるために最初には中華学校を設立し、就学
先として選択した。しかし、グローバル化や華僑・華人の
社会階層の上昇などとともに、華僑・華人の保護者は時代
の変化を敏感に捉え、時代の発展にふさわしい教育戦略を
模索している。その戦略には、老華僑と新華僑の間で違い
がみられる。
 i 老華僑
華僑一世は中国人の子どもは戦略的に中華学校に入学
させるのではなく、当たり前のことだと考えていた。老華
僑にとって中華学校を選択するのは、一般の日本人が選択
という感覚をほとんど伴わずに日本の学区の公立学校を無
自覚に選択しているのと同様、華僑保護者は自動的で普通
のことであった。舘（2013）は「老華僑の保護者は、中華学
校を華僑社会にとって自らを維持・発展していく上でなく
てはならない一種の『再生産機関』としての役割を担って
いると位置づけている（p.45）」としている。
老華僑も二世・三世になると、子どもの教育に関する考
え方にも違いがみられるといわれる（西村, 1991）。華僑で
ある保護者は戦略的に子どもが日本社会で生き抜いていく
ことを前提に学校を選択したと考えられる。
ii 新華僑
現在、中華学校に通う子どものほとんどは日本生まれの
新華僑である。また、黄（2005）はこれらの新華僑の児童・
生徒がほとんど日本社会で生きていくことを前提としてお
り、日本語を第一言語としていることと述べている。学歴
社会である日本においては、進学準備の必要性が保護者や
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学校関係者に共通の認識とされている。中華学校に子ども
を通わせる保護者の教育戦略はそれぞれ異なっているが，
高い学力を身につけさせ、グローバル化する日本社会を生
き抜いていく力をつけさせたいという思いは子どもの将来
について考える保護者に共通している。さらに、石川（2014）
は「子どもに中国語教育を受けさせられることや高い学力
を身につけられるということだけではなく、スパルタなが
らも安心して子どもを通わすことのできる環境が整ってい
ることが中華学校に子どもを入れる理由とされている
（p.164）」としている。
2　中華学校の変遷
1）草創期の中華学校
19世紀末に移民してきた華僑たちは、仕事や生活のため
に、「幇」という同郷・同業組織や結社を形成し（可児, 
2002）、文化やアイデンティティを共有することを重要視
してきた。したがって、その地に定住している華僑の出資
によって中国語や中華文化を伝授し、アイデンティティを
形成・保持する等の重要な使命を果たす中華学校が設立さ
れた。
1897年に孫文らによって横浜に最初の中華学校である
「中西学校」が建てられた。また、同年、孫文らは横浜に
「華僑学校」と「中華学校」の両校を創立した。市川・吉田
（1984）によると、中華学校を設立した時期は、海外に比べ
日本は必ずしも早くなかったが、設立した学校に「華僑」と
いう名称を冠したのは、世界で横浜が初めてであった。
戦前の中華学校は、他の国の中華学校と同じように中国
の国民政府の教育部に管轄され、教育内容や教科書と教職
員の採用は、すべて中国の華僑教育の関係法令に基づいて
行われていた。しかし、当時の中華学校は、孫文派の思想
家の提案を受けて華僑が集住していた横浜や、東京、長崎
及び神戸に複数校創立されたことが多かった。各学校は自
前の校舎であったが、学校規模にばらつきもあった。児童・
生徒の人数が少なかったから合併することが多かった。
また、当時、中華学校の命名基準や教授言語まだ統一されて
いなかった（学校名を付けた際の「華僑」と「中華」の混用
や広東語、福建語等の方言の使用など）。全体的に見れば、
戦前の中華学校は混乱した状態であったと推測される。
戦争の間、校舎が甚大な破壊を受け、大量の華僑が帰国
した。在日華僑は厳しい立場に置かれ、様々な監視・圧迫
を受けながらも、同胞の子弟を教育するという責任を放棄
することなく、中華学校の教育を保持し、終戦の日まで学
校を死守した。
戦後、1946年の時点では、「東京中華学校、横浜中華学校、
神戸中華同文学校、大阪中華学校、長崎華僑時中学校、静岡
中華学校、京都中華学校、島根中華学校、北海道中華学校の
9校が設置されており、華僑の子どもの7割が在籍してい
た（市川・吉田, 1984, p.8）」。戦後の中華学校は管理面に
統一性が強まった。まず、学校の名称には全て「中華」が付
く。それについて、張（2005）は「中華」とは中華文化を意
味し、中華文化を教育することが中華学校の第一要務であ
ることを明確するために名称が統一されたと解釈してい
る。また、1946年横浜山手中華学校を初めとして、他の中
華学校も中国の標準語による教育を展開した。しかしなが
ら、当時の中華学校は校舎の破砕、不十分な学校設備、教師
の不足、高い学費など直面し解消しなければならなかった
難題も多かった。戦後財政難や在籍者の減少などを理由
に、相次いで地方の中華学校は閉校を余儀なくされた。
2）中華学校の現状
様々な難関を乗り越え、今日まで日本に存続する中華学
校は、表1に示す横浜山手中華学校、横濱中華學院、東京中華
學校、大阪中華學校及び神戸中華同文学校の5校しかない。
この5校は、それぞれ異なる学校法人が運営しており独自
に経営を行っている。それゆえに、教育目的の設定、カリキュ
ラムの編成、教科書の選定や教職員採用に至るまで、すべて
それぞれが独自に方針を定めて実施している。この5校は
大きく台湾系と大陸系に分類される。横浜山手中華学校と
神戸中華同文学校は大陸系に属して、東京中華學校、横濱
中華學院、大阪中華學校は台湾系である。大陸系の学校は
漢字の発音をピンイン（拼音）で表し、学年暦は日本と中華
人民共和国の祝祭日に倣っている。一方、台湾系の学校は注
表1．日本における中華学校の概況（2019年現在）
学校名 創立年 所在地 法的地位 学校段階
東京中華學校 1929年 東京都千代田区 各種学校 小・中・高
横浜山手中華学校 1898年 横浜市中区 各種学校 幼・小・中
横濱中華學院 1898年 横浜市中区 各種学校 幼・小・中・高
大阪中華學校 1946年 大阪市浪速区 各種学校 幼・小・中
神戸中華同文学校 1899年 神戸市中央区 各種学校 小・中
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音符号を使用し日本と台湾の祝祭日に沿っている。教科書
も基本的に台湾教育部から配布され、台湾の学校で使われ
ている教科書と同じである。しかし大陸系、台湾系にかかわ
らず、中華学校はいずれも華僑・華人の子弟への母語（中国
語）や母国に関する知識・伝統文化・道徳教育を行っており、
民族の自覚を持って日中の友好事業に積極的に貢献できる
人材の育成という教育目標は共通している（陳, 2009）。
1985年日本の国籍法改正（国際結婚の際に、父母どちら
かの国籍が日本国籍である場合、その子どもも日本国籍を
有することになること）をきっかけに中国にルーツをもっ
ている子どもの中で日本国籍をもつ子どもが増加した。
同時に、中国の国際的地位の向上と日中関係の良好な進展
に伴って、中華学校はますます日本人の保護者の関心を集
めている。中華学校の児童・生徒には純日本人注5）や他の
国籍の児童が現れ、近年では中華学校の入試試験を申し込
む外国人児童の人数が年々増加している。
今日の中華学校はグローバリゼーションや新自由主義
的な風潮の影響の下で、学校内部が多様化している中、
それぞれの個々の特色や明確な方向性を持つ経営戦略を打
ち出した。石川（2014）は、これらの中華学校の経営戦略
は総じて「卓越性の追求 /卓越化」というキーワードでみる
ことができると述べ、「『卓越性 /化』とは、中華学校が1つ
の学校として、どのように他の学校との距離を取り、自ら
の教育を独自のものとして位置づけているかを示すもので
ある（p.211）」としている。例えば、横浜山手中華学校は、
「どの社会でも順応できる人材の育成」を目指しており
「グローバルフィールド」への接続というかたちで中華学
校自体を卓越化させている。東京中華学校は、「日本の良
き国民」の育成に力を入れており「ナショナルフィールド」
への接続というかたちで中華学校自体を卓越化しようとし
ている。この2校の卓越化は、それぞれグローバル志向と
ナショナル志向と言えよう（石川, 2014）。
ただし、戦後から日本の中華学校は中国政府の管轄では
なくなり、日本の学校教育法において「各種学校」として位
置づけられた。各種学校とは、日本の正規の学校（1条校）
外に置かれた学校であるため、卒業しても義務教育課程を
修了したとはみなされず、生徒の進学が問題になった。
そして寄付金税金免除や助成金などの優遇政策も受けられ
ない。
3　横浜山手中華学校の華文教育と多文化教育
1897年孫文の提唱のもと，横浜市に中華学校「中西学校」
が設立された。1898年2月「大同学校」と改名され、広東語
で授業を行った。1923年の関東大震災による焼失後、
翌1924年に「広東小学校」を設立し2年後に「横浜中華小学
校」と改名された。1945年横浜大空襲により校舎が破砕さ
れたが、1946年9月再建され、「横浜中華小学校」と名付け
られた。その時点から、標準語（北京語）での教育を展開し
た（馬場, 2014）。1952年に、中国国内の政治状況の影響を
受け、「学校事件」が起きた。学校は「大陸系」と「台湾系」注6）
の2つに分裂した。1953年「大陸系」の学校を「横浜山手中
華学校」と改名し、1966年12月神奈川県認可の「学校法人
横浜山手中華学園」となった。2010年に、JR石川町駅前の
7階建の新校舎に移転し、併設の熊猫幼稚園幼児とともに、
小学部、中学部の児童・生徒が同じ校舎で学んでいる（横浜
山手中華学校校史, 2018）。
1）華僑教育から華文教育への展開
朱（1996）は、華僑教育とは「華僑子弟の中国人としての
自覚を確立させること、中華文化を伝授することを主旨と
しており、日本華僑社会の生存と発展の為、また日中文化
交流等の促進の為（p.151）」の教育としている。これに対
して、華文教育は華人子女と非華人子女（中国のルーツを
もたない子女）の双方を対象として行われる中国語教育で
ある。華僑教育も華文教育も主に中国語を教える教育であ
るが、華僑教育における中国語教育は、母国の言語、いわゆ
る第一言語としての中国語教育である。華僑教育と華文教
育の相違点は表2のように示すことができる。
表2．中華学校における華僑教育・華文教育・多文化教育の比較*2
華僑教育 華文教育 多文化教育
教育対象 華僑と華僑子孫
1．華人子孫
2．中国のルーツを持たない児童・生徒
1．華僑と華僑子孫
2．華人子孫
3．中国のルーツを持たない児童・生徒
教育目的
1．華僑の文化素質を高める
2．中華文化の継承・高揚
3．愛国意識を養う
1．中国語教育に付随した中華文化の伝播
2．国際型人材の育成
1．中国語教育に付随した中華文化の伝播
2．異文化間理解の促進
3．他国生活への適応
4．国際型人材の育成
管理体制
教育部
国務院僑務弁公室 国務院僑務弁公室 国務院僑務弁公室
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中華学校が元来行ってきた民族教育と対応するのは、
表2の華僑教育である。しかし、現在の中華学校は「華文
教育」へと転換している。その背景を、杉村（2011）は中華
学校において中国系以外の児童・生徒が増加し、中国語を
第一言語とする児童・生徒と一緒に学ぶ場合、コミュニ
ケーションに何らかの教育的困難が懸念されたためと指摘
している。また、新華僑の「落地生根」の意識が高まるとと
もに、新華僑の子弟は将来日本の学校に進学し、日本で就
職することを考えると、中国語能力よりも日本語能力をよ
り重視するようになった。そのため、中国国籍以外の国籍
の子どもにも、日本に永住したい中国の子どもにも、中国
語は第一言語の母国語というより、資産としての第二言語
とみなされるところとなった。
現在世界には58校の「華文教育師範学校」が存在し、中国
の国務院教育弁公室の中国華文教育ネットワークのホーム
ページで公開されている。横浜山手中華学校はその58校の
うち1校である。同校は日本における「華文教材センター」
や「華文教育活動センター」、「華文教育教職員養成セン
ター」の構築に力点を置いている。このうちすでに2011年
に「華文教材センター」が設立された。
校長： うちの学校は日本の華文教材センターとして、設
立されてからもう9年になりました。うちの学校
は日本における華文週末学校に教材を提供してい
ます。現在150校以上あります。去年1年間に2万
2千冊の教材を配布しました。
（張岩松校長 /聴き取り調査 /2019年11月14日）
同校の校舎の一階には中華文化を学ぶ国際カルチャー
センターが設置されており、地域住民にも開放されている。
学校でも獅子舞や龍舞、書道などの中華伝統文化を教え、
学校行事や地域活動でよく披露される。
華文教員養成について、同校は全華連華文教育委員会、
日本華文教育基金会と協力し、本年（2019年）から華文教
育教員養成教室を開設している。中国語の発音や漢字、
中日文化、教育方法などの豊富なカリキュラムを設定した。
節講試験に合格した者は日本のどこでも華文教育に関する
職務に従事することができる。
2）多文化教育
「多文化教育」はもともと1960年代の黒人文化運動に端
を発した「少数民族文化研究」から始まった（江淵, 1994）。
そのときから多文化教育へ関心を持つ研究者たちは、各角
度から多文化教育について定義を定めた。その中で、最も
「多文化教育」を説明できるのはEkstrandによる定義で
あると考えられる。Ekstrand（1994）は「多文化教育とは、
国民、言語、民族、或は人種の基準によって定義された、
2つ以上の文化とかかわる教育の過程もしくは方略であ
る。（中略）多文化教育は異文化間の差異と類似性，文化と
人々の世界観、観念、価値、信仰、態度との関係などについ
ての感覚、寛容、理解及び知識の育成を目指す教育である。
（p.3963）」（江淵一公 訳）。
本節では、Ekstrandの多文化教育の定義に基づき、児童・
生徒や保護者、教職員それぞれの構成及びカリキュラムの
設置の面から横浜山手中華学校の多様化と多文化教育を分
析してみることにする。
（1）児童・生徒の構成の多様化
横浜山手中華学校の児童・生徒の民族構成からみると、
華僑、華人だけでなく、両親とも中国系ではない日本国籍
の児童・生徒やそれ以外のマレーシアやイギリス、アメリ
カ、南アフリカ、カナダなど多様な国籍を持つ児童・生徒が
中華学校に通っている。まず、異なる国籍の児童・生徒が
一緒に勉強し、生活する場合は必ず異文化間の交流と融和
を生む。また、同じ中国のルーツ（血統）を持つ華僑と華人
の間、在日した時間の長さや生まれ、育った環境によって
も、習慣や価値観が違うと考えられる。そして、同じ国籍
を持つ児童・生徒でも、全く同じ文化背景があるとは限ら
ない。例えば、老華僑と新華僑は日本に住んでいる長さが
違うため、日本に対する認識や理解が違う。同じ時期に来
日しても、異なる中国の出身地から来ており、文化的背景
も異なる。
表3によると、純日本人及びイギリス、シンガポール、
カンボジアなど他の国籍の児童・生徒の人数が近年減って
いる現象が看取できる。しかし、これは日本人や他の国の
人々の間で中華学校の人気が衰退しているというわけでは
ない。陳（2009）によると、華僑・華人の保護者から日本人
児童・生徒の急増が華僑・華人子弟の入学枠を狭めている
という苦情に対処するために同校は外国の児童・生徒の
入学率を意図的にコントロールしている。実際に、日本人
の間でも同校の人気が高く、日本人の応募者が年々増えて
いる。もし、同校の募集定員を拡大できれば、将来、華僑・
華人の子ども以外の児童・生徒数は増えるとみられる。
（2）保護者の構成の多様化
横浜山手中華学校の児童・生徒と同じように保護者の
国籍も多様化している。前述した華僑社会の変容の下で、
老華僑や新華僑、華人の保護者たちの子どもに対する教育
戦略にはそれぞれ差異がみられる。
筆者が2019年11月14日に実施した校長への聴き取り
調査の結果を踏まえると、同校に子どもを通わせる保護者
たちの教育戦略は、時代や社会背景により大きく分けて
3つの種類に分類できる。
第一種は、今から50 年以前の保護者である。中華街に
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何年も暮らしており、そして現地の老華僑と仲が良く、
華僑社会にうまく溶け込んでいる。彼ら・彼女らは中国人
の友達の子どもが中華学校で優れた教育を受けていること
を見ており、自分の子どもも中華学校に通わせた。第二種
は、30年前の保護者で、1985年日本の国籍法改正以降、
日本企業の外国人求職者に対する要件が緩和された。一部
の華僑・華人は家業の継承を放棄し、日本の会社に就職し
始めた。同校の卒業生たちは，就職をきっかけに、自分の
持つ中・日・英の3言語能力や高い学習力を周りの日本人
同僚に評価され、中華学校の教育は徐々に日本社会の認知
を獲得していった。第三種は、最近10年の日本人の保護者
である。日中の経済・文化往来はますます頻繁になり、
両国の関係も一層緊密になっている。仕事で中国に派遣さ
れる日本人の中に、子どもを中国に連れて行ったり、子ど
もが中国で生まれたりする人が多い。その場合、派遣の期
間が長くなると、子どもを中国で就学させたり、帰国して、
中国の学校と日本の学校とのギャップを避けるために、
子どもを中華学校に通わせたりするケースである。
陳（2009）は調査研究を通して、こうした日本人の保護
者が中華学校を選んだ理由が多種多様であることを明らか
にしている。「①中国の経済発展に伴う中国語ブームの影
響、②中国語、日本語、英語など多言語教育を行っているが、
インターナショナル・スグールに比べ学費が安価なため、
③中国、台湾、シンガポールなど中国語圏で駐在していた
日本人帰国者の増加、④日本の公立学校の教育内容への不
満、⑤学校教育法の改正に伴う中華学校卒業後の進学問題
の解決、⑥いじめ問題の回避（pp.166-167）」。
（3）教職員の構成からみた多様化
校長： 多言語・多文化教育を行うために、うちの先生は
多文化教職員グループだといえます。言語教育か
ら見れば、中国語で授業を行う教職員と日本語で
授業を行う教職員はすべてnative speakerです。
しかし、今学校には、中国語と日本語の2つとも
母語レベルに達している教職員は非常に少ない
です。
（張岩松校長 /聴き取り調査 /2019年11月14日）
20年前、横浜山手中華学校も半分以上の教職員が校友生
であった。中国からの教職員と純日本人の教職員はそれぞ
れ4分の1しか占めていなかった。現在、同校の教職員は
3種類に分けられる。まず、華僑出身の教職員で、つまり同
校の卒業生である。日本の高校と大学に学んで、大学卒業
後は母校に戻って教鞭を執る。次は、中国大陸からの教職
員である。小さい頃から中国大陸で育ち、中国の教育を
受けた中国人である。最後に、純日本人の教職員である。
ただし、日本人の教職員はほぼ中国語を話せる。彼ら・彼女
らはすべて中国に留学したことがあるためである。そして
この3種類の教職員はそれぞれ3分の1を占めている。
（4）カリキュラムの編成からみた多文化化
横浜山手中華学校では、小学部1学年から中国語と日本
語を一緒に教える。5年生になったら英会話授業が始まる。
中学部1学年から英語の授業を入れている。中国語、日本
語、英語の3言語の能力を同時に高めるために、同校では
定期的にそれぞれの言語のスピーチコンテストを開催して
いる。
また、小学部も中学部も、カリキュラムには中国の義務
教育の内容と日本の義務教育の内容が含まれている。例え
ば、小学部6年生は中国の歴史カリキュラムと日本の社会
科カリキュラムを同時に学ぶ。具体的にいえば、「小学部
は中国語系（中文、数学、中国社会）教科により力を入れ、
同時に日本の小学校の教育内容で同等以上の学力を習得さ
せる。さらに、良好な生活習慣と学習習慣を身に付けさせ
る。中学部は日本語系（日本語、日本社会、数学、理科、英語）
教科により力を入れ、日本の中学校の教育内容で、同等以
上の学力修得を強化し、高校進学の質を高める。さらに、
生徒の思考力や判断力、自発的な学習能力と自己表現能力
を伸ばす（横浜山手中華学校校史, 2018, p.9）」と報告され
ている。
表3．横浜山手中華学校における児童・生徒の民族構成*3
年度
中国籍（%） 日本籍（%） その他の
国籍老華僑 新華僑 華人 非華人
1995
36.0 25.6 20.7 15.3
2.5
61.6 36.0
華僑・華人の合計 82.3
2000
13.5 41.9 26.9 15.0
2.7
55.4 41.9
華僑・華人の合計 82.3
2003
6.3 35.4 34.3 21.7
2.3
41.7 56.0
華僑・華人の合計 76.0
2004
6.4 35.9 38.2 16.9
2.6
42.3 55.1
華僑・華人の合計 80.5
2008
3.6 26.8 58.8 10.3
0.4
30.4 69.1
華僑・華人の合計 89.2
2013
2.1 28.7 65.0 3.7
0.4
30.8 68.7
華僑・華人の合計 95.8
2017
32.3 62.0 5.4 0.3
華僑・華人の合計 94.3
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教材から見れば、中国系教科書は、中国国務院僑務弁公
室より編集されたものを当室より提供されている。また、
小学部では数学の教科書を中国人民教育出版社より発行さ
れたものを使用している。さらに、中華文化系科目は、
同校自らが編集した教科書が使われている。日本系教科書
は、日本の学校で採用されている同じ教科書を使用し授業
している（横浜山手中華学校校史, 2018）。
異なる文化を同時に学ぶと、文化の相違による衝突を感
じることは必然である。この場合に、教師の指導方法は非
常に重要であると思われる。以下に校長の例を挙げる。
校長： 十数年前に、私が小学6年生の中国歴史を教えた
ときのことです。そのとき、6年生たちも同時に
日本の歴史を学んでいました。ある生徒は私に
「張先生、なぜ張先生の授業で『偽満州国』と教え
て、山本先生（日本歴史の先生）の授業で『満州国』
と言っているのですか？同じことなのに、どちら
の言い方が正しいですか」と尋ねました。私は誰
が正しいのかを答えず、「自分で研究して、自分や
他人が納得できる証拠を見つけてください」と答
えました。
（張岩松校長 /聴き取り調査 /2019年11月14日）
この例を通して、横浜山手中華学校で行われる歴史教育
は単なる史実教育ではなく歴史観教育であるということが
できる。児童・生徒の自国文化の摂取を図ると同時に、
異文化間理解能力を高めさせている。
校長： うちの児童生徒は小さい頃から学校や家庭などい
ろいろな場面で異なる文化の魅力及び文化の相違
による衝突を感じてきます。これこそ多文化教育
だと思います。
（張岩松校長 /聴き取り調査 /2019年11月14日）
結論
本研究では、日本における華僑社会の変容と中華学校の
変遷を文献資料で分析し、聴き取り調査で中華学校の多文
化教育の現状を明らかにした上で、歴史的・社会的視点か
ら今日の中華学校における多文化教育の展開の背景要因を
考察した。現在、中華学校の多文化教育はまずカリキュラ
ム編成に具体化されている。中国語、日本語及び英語の
3つの言語を同時に教授している。教育課程には中国の
義務教育の内容と日本の義務教育の内容が包含され、学校
が自ら作った中華文化に関するカリキュラムも行われてい
る。教科書も中国教育部が指定する教科書や日本文部科学
省の検定を経た教科書、そして自作教材が一緒に使われて
いる。また、隠れたカリキュラムの中に潜在する多文化教
育は見逃しやすいが、実際にあちこちに存在している。
さらに、児童・生徒や教職員・保護者の3つのグループはそ
れぞれ多様で、多文化を持つ集団構成である。このような
隠れた多文化教育に必要な環境こそ日本の公立や私立学校
は具備するものといえず、早急な導入も難しい。
ところで、華僑社会の歴史的変遷を離れて、中華学校に
おける多文化教育の形成を研究することはできない。多文
化教育の方針は、ある種の非常事態に中華学校が生き残り
をかけた経営戦略に由来する一方、保護者の多様性の教育
戦略に応えるものでもある。華僑社会の変容を分析する際
に、華僑の現地化とともに、子どもが日本社会に溶け込み、
日本の大学に進学することを考えると、現に子どもを日本
の学校に通わせる華僑・華人が圧倒的に多い。児童・生徒
の定員確保を達成するため、中華学校は日本人や他の国籍
の子どもを受け入れ始めた。そして、社会的地位と生活水
準の向上に伴って、華僑・華人の保護者は子女の教育に
もっと高い要求を提出している。子どもをバイリンガルや
日中両国でも適応できる人材、グローバル人材にしたいと
いう希望を持つ保護者は少なくない。したがって、中華学
校の多文化教育は日本の華僑社会の歴史変遷に呼応して展
開されたものであるともいえる。
本研究は歴史的視点から、中華学校における華文教育、
多文化教育の展開とその背景要因を明らかにした。しか
し、本研究では主に横浜山手中華学校のみを対象として研
究を行い、他の4校の多文化教育の現状についてはまだ調
査していない。今後の研究で補完したい。また、本研究は
学校側の現状を明らかにしたが、保護者側の子どもの進路
についての考え及びそれに対して学校側がどのように支援
を提供しているのかはあまり述べていない。これらを今後
の課題として、引き続き検討していく。そして、本研究の
方法として文献と聞き取り調査にとどまり、中華学校の教
育実践について現象学的にアプローチしたものではない。
これについても参与観察等を通して実証的に解明したい。
現在の中華学校は多言語教育、多文化教育のみならず、
異文化間理解教育、グローバル教育へと至る学校変革を
目指して挑戦を続けている。その試みは他の民族学校、
ひいては日本の学校に有益な示唆を与えることができると
考えられる。
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注：
注1） 華僑社会：華僑社会を説明する前に、「華僑」「華人」の
意味を明らかにしなければならない。「華僑」の「華」
は中華の華で、「僑」は仮住まいの意味である。「華僑」
とは外国で生活しているが、依然として中国籍を持っ
ている者と指す。一方、「華人」 とは現地国籍が有し
ながら、中国人としての生活、文化及びアイデンティ
ティを持っている者である。本研究の「華僑社会」は、
華僑だけではなく、華人も含めている中国ルーツを持
つ人のコミュニティと定義される。
注2） （保護者の）教育戦略：（保護者の）教育戦略とは、保護
者が「階層状況や社会的位置によって異なると同時
に、ジェンダーの差異や教育的価値のイデオロギー
的対立をもはらみながら（片岡ら, 2007, p.343）」、
子どもの養育や教育をめぐる意識的・意図的な教育
実践や教育選択を言う。
注3） 新華僑：1978年からの改革開放政策の実施以降に渡
航した華僑とその子孫である。
注4） 老華僑：1978年からの改革開放政策の実施以前に渡
航した華僑とその子孫である。
注5） 純日本人：日本以外の国のルーツを持っていないい
わゆる日本血統がある日本人である。
注6） 「台湾系」：ここの「台湾系」は1952年に起きた「学校
事件」で戦後生まれた横浜中華学校が「大陸系」と「台
湾系」の2つに分裂した際に形成された「台湾系」の
学校を指す。台湾教育部に管轄される橫濱中華學院
になった。
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Abstract : At present, there are only five Chinese schools in Japan, all of which have a history of 80 to 100 years. With 
the changes of the times, social background such as China's national conditions and several political & economic relations 
between China and Japan has always been influencing the overseas Chinese society and these schools in Japan. In addition, 
Chinese schools, as private schools, are constantly adapting to social changes and changes of the times, and exploring 
educational policies. Today's Chinese schools are no longer just schools that teach Chinese language and Chinese culture. 
Education of multiple languages and cultures is being carried out step by step, accelerating the global talent training and 
the building of international schools. This study hopes to grasp the current situation of Chinese schools and explain the 
development and its factors of multicultural education in Chinese schools from a historical perspective. As a result, the 
future development of Chinese school is promising.
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